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2022年３月30日 

 各  位 

                         

会 社 名  菊 水 電 子 工 業 株 式 会 社  

                        代表者名  代表取締役社長 小 林 一 夫 

                             （ＪＡＳＤＡＱ・コード６９１２） 

                        問合せ先  常務取締役管理本部長 

   齋 藤 士 郎 

                        電 話  ０４５－４８２－６９１２ 

 

持株会社体制への移行及び準備会社設立に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2022年８月１日を目途に持株会社体制へ移行すること、

及びその移行準備として当社100％出資の子会社（以下「準備会社」といいます。）を２社設立

することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。なお、持株会社体制への

移行につきましては、2022年６月29日開催予定の当社第71回定時株主総会による承認が得られる

こと及び必要に応じ関係官公庁の許認可等が得られることを条件として実施いたします。 

 

記 

１．持株会社体制へ移行する目的 

当社は今年度（2021年度）創立70年を迎えました。この間「計測と電源のエキスパート」企業

として、電子計測器・電源機器の製造販売事業等を展開し、高品質の製品を提供することで、お

客様から必要とされる企業を目指し、事業拡大に取り組んで参りました。 

当社グループが更なる企業価値の向上と持続的な成長を実現するためには、より一層の経営基

盤の強化と経営の効率化や市場環境の変化に柔軟に対応できるよう、グループガバナンスの強化

及び経営資源配分の最適化並びに次世代に向けた経営人材の育成、機動的な組織体制を構築する

ことが必要であると考えております。 

2021年10月28日に「持株会社体制への移行に向けた検討開始のお知らせ」を発表して以降、こ

れまでの間、事業や組織の在り方や運営体制、ガバナンス体制の検討を行って参りました。その

検討の結果、当社は持株会社体制へ移行することにより、機動的な組織構造を実現しつつ、次世

代に向けた経営人材を育成することが、次世代の当社グループの設計として最善と考え、本決定

に至るものです。 

 

２．持株会社体制への移行方法 

当社を吸収分割会社として、分割する事業を準備会社２社にそれぞれ承継する方法を想定して

おります。また、当社は菊水ホールディングス株式会社と社名変更し、持株会社として引き続き

上場を維持する予定です。具体的な持株会社体制への移行方法については、2022年６月29日開催

予定の当社第71回定時株主総会において、詳細の承認をいただくことを検討しております。 

 

３．今後の移行スケジュール 

準備会社設立（２社） 取締役会決議  2022年３月30日 

準備会社設立（２社）         2022年４月１日（予定） 

吸収分割契約承認 取締役会決議    2022年５月13日（予定） 

吸収分割契約締結          2022年５月13日（予定） 

吸収分割契約承認 株主総会決議    2022年６月29日（予定） 

吸収分割の効力発生日及び分割登記   2022年８月１日（予定） 
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４．持株会社体制移行にあたり設立する準備会社の概要 

【準備会社１：菊水電子準備株式会社】 

（１）商号 
菊水電子準備株式会社（※2022年８月１日付で、「菊水電子工

業株式会社」に商号変更予定。） 

（２）所在地 神奈川県横浜市都筑区東山田一丁目１番３号 

（３) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 松村 尚彦 

（４）事業内容 当社製品の販売および開発 

（５）資本金 100百万円 

（６）設立年月日 2022年４月１日（予定） 

（７）発行済株式数 2,000株 

（８）決算期 ３月 31 日 

（９）大株主及び持株比率 当社 100％ 

（10）当社との関係 

資本関係 当社の100％出資の子会社として設立する予定です。 

人的関係 当社より取締役及び監査役を派遣する予定です。 

取引関係 
営業を開始していないため、現時点における当社との取

引関係はございません。 

 

【準備会社２：菊水エムズ株式会社】 

（１）商号 菊水エムズ株式会社 

（２）所在地 山梨県南都留郡富士河口湖町勝山2805番地 

（３) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 流石 昭仁 

（４）事業内容 当社製品の生産 

（５）資本金 100百万円 

（６）設立年月日 2022年４月１日（予定）  

（７）発行済株式数 2,000株 

（８）決算期 ３月 31 日 

（９）大株主及び持株比率 当社 100％ 

（10）当社との関係 

資本関係 当社の100％出資の子会社として設立する予定です。 

人的関係 当社より取締役及び監査役を派遣する予定です。 

取引関係 
営業を開始していないため、現時点における当社との取

引関係はございません。 

 

５．今後の見通し 

本分割により事業を承継する準備会社は、いずれも当社の完全子会社であるため、連結業績に

与える影響は軽微であります。 

以  上  


